
別 紙（地域間幹線系統） 

 

令和７年６月２４日 

 

          （名称）加西市公共交通活性化協議会           
  

１．地域公共交通確保維持事業に係る目的・必要性 

 加西市の公共交通網は、市のほぼ中心に位置する北条町駅を中心に放射状に広がってお

り、北条鉄道（南～南東方面）、地域間幹線の路線バス（北西、東、南、西方面）、タクシ

ー、そして加西市を東西に横断する中国縦貫自動車道を運行する高速バスが阪神－津山間

を結んでいる。さらに、コミュニティバスや地域住民が主体となり運行する地域主体型交

通（79条登録）が、市内の移動手段を補完することにより地域公共交通機関網を構成して

いる。 

 乗合バスは、通勤・通学、通院や買い物など市民の日常生活を支える不可欠な公共交通

手段であるが、少子高齢化や人口減少、自家用車の普及、昨今の原油価格の高騰等による

収支悪化に伴い、行政負担の増加をはじめ、運行に様々な問題が発生している。 

 加西市の発展やまちづくりの実現のためにも、公共交通の安定的な運行の確保が必要で

ある。加西市の交通課題に対応し、将来にわたって公共交通サービスを安定的・持続的に

提供することや、誰もが利用しやすい公共交通サービスの提供を目指すため加西市地域公

共交通計画に基づく事業を行うことが求められている。 

 

２．地域公共交通確保維持事業の定量的な目標・効果 

（１）事業の目標 

路線バスを維持するためには必要最低限の補助が必要であり、路線バス維持に係る利用

者の目標を次のとおりとする。 

  

・路線バス利用者１人当たりの行政補助額３０６円/人（2021年）⇒ 現状維持（基準値） 

・路線バス利用者数１２３，８０５人/年（2021 年度）⇒ １２４，０００人/年（2027 年

度） 

 （加西市地域公共交通計画 P101-102参照） 

 

上記を踏まえて、各系統の利用者数の目標を以下に定める。 

申請番号 運行系統 
（実績） 

2023.10～2024.9 
 

（目標） 

2025.10～2026.9 

３ 姫路駅前～奥猫尾～社 82,083人 ⇒ 82,500人 

６ 姫路駅前～南山田～北条営業所 191,796人 ⇒ 192,000人 

７ 姫路駅前～南大貫～北条営業所 98,899人 ⇒ 99,000人 

２２ 姫路駅前～法華山一乗寺～社 49,065人 ⇒ 49,500人 

 合 計 421,843人 ⇒ 423,000人 

 

 実績・目標に定める利用者数ともに、路線全体の利用者数であるが、全体の利用者数を

令和 6 年度実績と同等以上確保することで地域公共交通計画に定める目標利用者数の達成

を目指す。 

 

なお、今後の社会情勢の変化等によっては、適宜目標の見直しを行うものとする。 
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（２）事業の効果 

当該路線を維持することにより、市民の日常生活に不可欠な移動手段が確保される。ま

た、幹線・支線のネットワークが連携することで、効率的な運行体系が実現され、外出機

会の創出や健康寿命の増加、地域活性化につながる。 

 

３．２．の目標を達成するために行う事業及びその実施主体 

・系統や便数、運行ダイヤの見直し（運行事業者） 

・バスロケーションシステムの導入（市） 

・鉄道、路線バス、コミバス等を網羅する加西市公共交通ガイド「かさいおでかけナビ」

を作成。市内全戸配布（市・協議会） 

・公共交通総合ホームページ「NAVIGOかさい」の制作（市・協議会） 

・沿線の小学校にモビリティマネジメントを実施（市・協議会・運行事業者） 

 

４．地域公共交通確保維持事業により運行を確保・維持する運行系統の概要及び 

運送予定者 

表１を添付 

 

５．地域公共交通確保維持事業に要する費用の総額、負担者及びその負担額 

地域公共交通確保維持事業によって運行の維持を図る当該路線について、その運行に係

る費用総額のうち、加西市から運行事業者への補助金額については、運行収入及び国庫補

助金を運行経費から差し引いた差額分を沿線市町で案分した額を負担することとしてい

る。 

 表２を添付 

 

６．２．の目標・効果の評価手法及び測定方法 

・行政支援の妥当性の検討【クロスセクター効果分析】（加西市地域公共交通計画 P104） 

・PDCAサイクルによる施策・事業の改善（加西市地域公共交通計画 P105） 

・バス事業者保有のデータ（停留所毎の乗降調査、系統別輸送実績等）による評価・測定 

 

７．別表１の補助対象事業の基準ホただし書に基づき、協議会が平日１日当たりの

運行回数が３回以上で足りると認めた系統の概要 

【地域間幹線系統のみ】 

 ※該当なし 

 

８．別表１の補助対象事業の基準ニに基づき、協議会が「広域行政圏の中心市町村

に準ずる生活基盤が整備されている」と認めた市町村の一覧 

【地域間幹線系統のみ】 

※該当なし 

 

９．生産性向上の取組に係る取組内容、実施主体、定量的な効果目標、実施時期及

びその他特記事項 

【地域間幹線系統のみ】 

「地域公共交通確保維持事業の生産性を向上させる取組内容（令和８年度）」に記載 

すべての系統において生産性向上の取組を行い、地域公共交通確保維持改善事業費補助

金交付要綱第７条に基づき、収支率を１％以上改善することを目標としている。 
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10．地域公共交通確保維持改善事業を行う地域の概要 

【地域内フィーダー系統のみ】 

 ※該当なし 

 

11．車両の取得に係る目的・必要性 

【車両減価償却費等国庫補助金・公有民営方式車両購入費国庫補助金を受けよ

うとする場合のみ】 

 法定耐用年数 5 年を上回って使用しているバス車両は、機能劣化が進行し、旅客運送に

おける安全性の確保や燃費性能の低下が懸念される。 

 このため、当該幹線系統を運行する事業者の車両更新を支援することにより、輸送の安

全確保を図るとともに、地球環境にやさしいバス輸送を推進する。 

 

12．車両の取得に係る定量的な目標・効果 

【車両減価償却費等国庫補助金・公有民営方式車両購入費国庫補助金を受けよ

うとする場合のみ】 

（１）事業の目標 

対象路線の輸送人員を 423,000人以上（令和 6年度の実績 421,843人）とする。 

 

（２）事業の効果 

 車両を計画的にノンステップバス等のバリアフリーに対応した車両を導入することによ

り、安全な運行につながるとともに、子どもから高齢者、障がいのある方がバスに乗りや

すい環境整備につながる。 

 

13車両の取得計画の概要及び車両の取得を行う事業者又は地方公共団体、要する費

用の総額、負担者とその負担額【車両減価償却費等国庫補助金・公有民営方式

車両購入費国庫補助金を受けようとする場合のみ】 

表６を添付 

なお、地域公共交通確保維持事業によって運行を維持する当該路線の車両の取得につい

て、購入費用総額のうち、加西市から運行事業者への補助金額については、補助対象経費

の限度額（15,000千円/台）から国庫補助金を差し引いた差額を、沿線市町で案分し負担す

ることとしている。 

 

14．老朽更新の代替による費用の削減等による地域公共交通確保維持事業における

収支の改善に係る計画（車両の代替による費用削減等の内容、代替車両を活用

した利用促進策） 

【公有民営方式車両購入費国庫補助金を受けようとする場合のみ】 

 ※該当なし 

 

15．貨客混載の導入に係る目的・必要性 

【貨客混載導入経費国庫補助金を受けようとする場合のみ】 

 ※該当なし 

 

16．貨客混載の導入に係る定量的な目標・効果 

【貨客混載導入経費国庫補助金を受けようとする場合のみ】 

（１）事業の目標 

 ※該当なし 

 

（２）事業の効果 
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※該当なし 

 

17．貨客混載の導入に係る計画の概要、要する費用の総額、内訳、負担者及び負担

額【貨客混載導入経費国庫補助金を受けようとする場合のみ】 

※該当なし 

 

18．協議会の開催状況と主な議論 

・令和 6 年 6 月 25 日（第 54回） R6年事業計画（R7幹線・フィーダー補助）協議承認 

・令和 6 年 10 月 28 日（第 55回） コミバス路線・ダイヤの見直し方針案について 

・令和 7 年 1 月 24 日（第 56回） コミバス路線・ダイヤの見直し方針案について 

・令和 7 年 6 月 17 日（第 57回） R7年事業計画（R8幹線・フィーダー補助）協議承認 

 

19．利用者等の意見の反映状況 

利用者代表として市民委員をはじめ、加西市区長会や加西市シニアクラブ連合会から協

議会委員に参加いただいているなど以下のような調査を実施した。 

・地域公共交通に関する住民アンケート（調査期間：平成 23年 4月 1日～22日） 

 調査対象：交通不便地域に在住する住民 約 800世帯 

・高齢者の公共交通に関するアンケートの実施（平成 26年 5月） 

・公共交通（鉄道・路線バス・コミバス）の利用状況調査（平成 29年 10月） 

・公共交通（鉄道・路線バス・コミバス等）利用者アンケート調査の実施（令和 3 年 10月・

令和 4年 7月） 

・高齢者の公共交通に関するアンケートの実施（令和 4年 7月～8月） 

・加西工業団地内企業へのヒアリング調査（令和 6年 8月） 

・ねっぴ～号国正線利用者アンケート調査の実施（令和 6年 12月） 

 

 

【本計画に関する担当者・連絡先】 

（住 所）兵庫県加西市北条町横尾 1000番地  

（所 属）加西市政策部政策課        

（氏 名）香川 理宇            

（電 話）0790-42-8700              

（e-mail）seisaku@city.kasai.lg.jp     
 

注意： 本様式はあくまで参考であり、補助要綱の要件を満たすものであれば、この様式によら

なくても差し支えありません。 

実際の計画作成に当たっては補助要綱等を踏まえて作成をお願いいたします。 

    各記載項目について、地域公共交通利便増進実施計画及び地域旅客運送サービス継続実

施計画を作成している場合には、当該計画から該当部分を転記したり、別添○○計画△節

のとおり、等として引用したりすることも可能です。（ただし、上記２．・３．については、

地域公共交通利便増進実施計画及び地域旅客運送サービス継続実施計画に定める目標、当

該目標を達成するために行う事業及びその実施主体に関する事項との整合性を図るように

して下さい。また、地域公共交通計画全体として、協議会における協議が整った上で提出

される必要があります）。 

 

※該当のない項目は削除せず、「該当なし」と記載して下さい。 



表６　車両の取得計画の概要

都 道 府 県
（市区町村 ）

バ ス 事 業 者 等 名 補 助 対 象 車 両 数 車両減価償却費等に要する国庫補助額（千円）

神姫バス株式会社 4 1,108

兵庫県
（加西市）

変更前



表６　車両の取得計画の概要

都 道 府 県
（市区町村 ）

バ ス 事 業 者 等 名 補 助 対 象 車 両 数 車両減価償却費等に要する国庫補助額（千円）

神姫バス株式会社 4 350

兵庫県
（加西市）

変更後



表７　車両の取得を行う事業者（車両減価償却費等国庫補助金）

１．車両取得の概要

２年目以降（令和 8 年度）

姫路駅前～奥猫尾～社
姫路駅前～南山田～北条営業所

姫路駅前～南大貫～北条営業所

姫路駅前～杉之内～前之庄
姫路駅前～塩田～前之庄

【購入車両減価償却費】
○事業者の減価償却方法（定率法or定額法）※法令で認められた場合を除き、年度間での変更不可

【車両購入金融費用】
○事業者の返済方法（元利均等or元金均等）

【所要経費】 【負担者とその負担割合 】

(1) 記載要領

 　(2) 添付書類

申請番号

補助対象限度額
（円）

残存価額（円）
普通償却限度額

（円） 特別償却額（円）

北近畿

事業者名 神姫バス株式会社

補助ブロック名 申請番号 確保維持路線名称又は区間
当該年度 初年度

確保維持費国庫補助金申請番号

定率法

2,640,000 12

＊残存価格
（円）

前年度ﾌ（2年目のみ
ﾀ）の額＝ﾗ

（定率法）ﾗ×0.4＝ム
（定額法）ﾅ×0.2＝ム

ｸ×ﾔ÷１２（月）=ﾏ
（最終年度）ｸ＝ﾏ初年度ﾍの額＝ﾅ ｳ ﾑ＋ｳ＝ﾉ ｵ ｸ ﾔ

償却限度額（円）
事業者償却額

（円）
ﾉとｵのうち少な
い方の額（円）

償却期間（月）
補助対象経費

計画額（千円）

ﾏ×1/2=ｹ ﾗ-ﾏ=ﾌ

2,640,000 6,396,276 2,640,000

2,640,000 円 1,320.0 3,960,000

6 15,000,000 6,600,000 2,640,000 0 1,320.0 3,960,00012 2,640,000 円

4 15,000,000 6,600,000 2,640,000 0 2,640,000 6,396,276

12 2,640,000 円 1,320.0 3,960,000

計 60,000,000 26,400,000 10,560,000 0 15,840,00010,560 千円 5,280

7 15,000,000 6,600,000 2,640,000 0 2,640,000 6,396,276 2,640,000

申請番号

金融費用補助対
象額（円） 償還期間

（月）

今年度償還回数 借入利率（％）
年利

ｴと2.5％のうち
低い方の率（％）

補助対象経費

10,560,000 25,585,104 10,560,000

計画額（千円）

（自） （至）
ﾅの額以内＝ｺ ｴ ﾃ ｱ ｱ×1/2=ｻ

円

円

計 千円

補助対象経費（千円） 計画額（千円）
補助ブ
ロック

名

申請
番号

負担者とその負担割合

都道府県 市区町村 その他の者 事業者自己負担 「その他の者」の
具体的概要負担額 負担割合 負担額 負担割合負担額 負担割合

10,560 5,280

北近畿

4 176,000円 13%

ﾏ＋ｱ ｹ＋ｻ 負担額 負担割合

7 176,000円 13%

6 176,000円 13% 1,144,000円 87% 円 

1,144,000円 87% 円 

合計 704,000円 4,576,000円 円 

   6.「実費購入予定費」の欄は、車両価格、附属品価格、改造費それぞれを確認できる資料を提出したうえで記載すること。なお、２年目以降の車両については、売買契約書等により確認することとする。
   7.【車両購入金融費用】の「補助対象経費」の借入利率は、実借入利率で算出した額を計上すること。（補助上限：年2.5%）
   8.【車両購入金融費用】は、売買契約書等によるほか、償還期間に係る償還表を提出すること。なお、初年度については見積書等の提出で足りることとする。
　 9.「計画額」の欄は、車両ごとに百円単位（0.1～0.9千円）まで記載することとし、合計の千円未満の端数は切り捨てること。
  10. リース車両についても当該記載要領を準用し、リース契約書・見積書による他、車両等価格及び金融費用相当額が確認できる資料を提出したうえで記載すること。
　11.【普通償却限度額】のト欄は、平成２４年４月１日以降に取得された減価償却資産で、定率法により償却される事業者については、０．４（定率法）の償却率を適用すること。

 　1.申請の概要は、事業者ごと、補助申請車両１両ごとに申請番号をかえて記載すること。また、２年目以降も当該車両について補助申請を行う場合は、初年度以降の申請の概要を転記又は添付の上申請すること。
 　2.「確保維持費国庫補助金申請番号」の欄には、補助申請車両の配車予定の運行系統に係る確保維持費補助金の申請番号を記載すること。
 　3.「車両の種別」の欄は、ノンステップ型スロープもしくはリフト付き車両（標準仕様又はそれ以外の車両）、ワンステップ型スロープもしくはリフト付き車両、小型車両、都市間連絡用車両の別がわかるように記載すること。
 　4.「乗車定員」の欄には、座席数（運転席を含む）に立席数を加えた数を記載すること。なお、立席は座席を除いた面積を１人当りの専有面積0.14平方メートルで除した数とする（道路運送車両の保安基準第24条、第53条）。
　 5.「車両の長さ」の欄は、小数点第１位（第２位以下切捨て）まで記載すること。

　　4.移動円滑化のために必要な旅客施設又は車両等の構造及び設備に関する基準を定める省令第４３条に基づく適用除外車両の認定を受ける予定の車両にあっては、その旨を記載した自認書類（２年目以降の車両にあっては、認定書の写し）
　　5.補助対象事業者ごとの、車両購入後の乗合バス事業用車両の状況見込（車両数、平均車令）
　　6.過去に生活交通確保維持改善計画の認定申請又は補助金交付申請の添付書類として既に提出している場合は、当該書類の添付を省略することができる。

　12.普通償却限度額（ム欄）は、補助対象限度額（ナ欄）に保証率を乗じた償却額との比較により下回る場合、残存価格（ラ欄）に改定償却率を乗じた償却額を普通償却限度額（ム欄）とする。
なお、改定償却率を乗じた償却額を普通償却限度額とした場合、次年度において償却を行う必要がある場合は、普通償却限度額（ム欄）は計算式によらずに前年度と同額とする。

※ 平成２４年４月１日以後に取得した車両：保証率0.10800　改定償却率：0.500

　　1.補助対象購入車両減価償却費及び当該購入に係る金融費用の根拠となる証拠書類
　　2.標準仕様ノンステップバスを購入する場合には、認定書の写し
　　3.低床型車両のノンステップ型で、標準仕様以外の車両について補助を受けようとする場合には、その理由を記載した書類

5 15,000,000 6,600,000 2,640,000 0 2,640,000 6,396,276 2,640,000 12 2,640,000 円 1,320.0 3,960,000

4～7 第3・6・7・8・13号 第4・7・8・9・15号

5 176,000円 13% 1,144,000円 87% 円 

1,144,000円 87% 円 

変更前



表７　車両の取得を行う事業者（車両減価償却費等国庫補助金）

１．車両取得の概要

２年目以降（令和 8 年度）

姫路駅前～奥猫尾～社
姫路駅前～南山田～北条営業所

姫路駅前～南大貫～北条営業所

姫路駅前～杉之内～前之庄
姫路駅前～塩田～前之庄

【購入車両減価償却費】
○事業者の減価償却方法（定率法or定額法）※法令で認められた場合を除き、年度間での変更不可

【車両購入金融費用】
○事業者の返済方法（元利均等or元金均等）

【所要経費】 【負担者とその負担割合 】

(1) 記載要領

 　(2) 添付書類

　　2.標準仕様ノンステップバスを購入する場合には、認定書の写し
　　3.低床型車両のノンステップ型で、標準仕様以外の車両について補助を受けようとする場合には、その理由を記載した書類
　　4.移動円滑化のために必要な旅客施設又は車両等の構造及び設備に関する基準を定める省令第４３条に基づく適用除外車両の認定を受ける予定の車両にあっては、その旨を記載した自認書類（２年目以降の車両にあっては、認定書の写し）
　　5.補助対象事業者ごとの、車両購入後の乗合バス事業用車両の状況見込（車両数、平均車令）
　　6.過去に生活交通確保維持改善計画の認定申請又は補助金交付申請の添付書類として既に提出している場合は、当該書類の添付を省略することができる。

  10. リース車両についても当該記載要領を準用し、リース契約書・見積書による他、車両等価格及び金融費用相当額が確認できる資料を提出したうえで記載すること。
　11.【普通償却限度額】のト欄は、平成２４年４月１日以降に取得された減価償却資産で、定率法により償却される事業者については、０．４（定率法）の償却率を適用すること。

　12.普通償却限度額（ム欄）は、補助対象限度額（ナ欄）に保証率を乗じた償却額との比較により下回る場合、残存価格（ラ欄）に改定償却率を乗じた償却額を普通償却限度額（ム欄）とする。
なお、改定償却率を乗じた償却額を普通償却限度額とした場合、次年度において償却を行う必要がある場合は、普通償却限度額（ム欄）は計算式によらずに前年度と同額とする。
※ 平成２４年４月１日以後に取得した車両：保証率0.10800　改定償却率：0.500

　　1.補助対象購入車両減価償却費及び当該購入に係る金融費用の根拠となる証拠書類

   8.【車両購入金融費用】は、売買契約書等によるほか、償還期間に係る償還表を提出すること。なお、初年度については見積書等の提出で足りることとする。
　 9.「計画額」の欄は、車両ごとに百円単位（0.1～0.9千円）まで記載することとし、合計の千円未満の端数は切り捨てること。

北近畿

 　1.申請の概要は、事業者ごと、補助申請車両１両ごとに申請番号をかえて記載すること。また、２年目以降も当該車両について補助申請を行う場合は、初年度以降の申請の概要を転記又は添付の上申請すること。
 　2.「確保維持費国庫補助金申請番号」の欄には、補助申請車両の配車予定の運行系統に係る確保維持費補助金の申請番号を記載すること。
 　3.「車両の種別」の欄は、ノンステップ型スロープもしくはリフト付き車両（標準仕様又はそれ以外の車両）、ワンステップ型スロープもしくはリフト付き車両、小型車両、都市間連絡用車両の別がわかるように記載すること。

合計 220,000円 1,440,000円 2,400円 

1,440,000円 87% 2,400円 

 　4.「乗車定員」の欄には、座席数（運転席を含む）に立席数を加えた数を記載すること。なお、立席は座席を除いた面積を１人当りの専有面積0.14平方メートルで除した数とする（道路運送車両の保安基準第24条、第53条）。
　 5.「車両の長さ」の欄は、小数点第１位（第２位以下切捨て）まで記載すること。
   6.「実費購入予定費」の欄は、車両価格、附属品価格、改造費それぞれを確認できる資料を提出したうえで記載すること。なお、２年目以降の車両については、売買契約書等により確認することとする。
   7.【車両購入金融費用】の「補助対象経費」の借入利率は、実借入利率で算出した額を計上すること。（補助上限：年2.5%）

3,325 1,662 4～7 220,000円 13%

ﾏ＋ｱ ｹ＋ｻ 負担額 負担割合

計 千円

補助対象経費（千円） 計画額（千円） 補助ブ
ロック名

申請
番号

負担者とその負担割合
都道府県 市区町村 その他の者 事業者自己負担 「その他の者」の

具体的概要負担額 負担割合 負担額 負担割合負担額 負担割合

円

円

申請番号

金融費用補助対
象額（円） 償還期間

（月）

今年度償還回数 借入利率（％）
年利

ｴと2.5％のうち低
い方の率（％）

補助対象経費

12,000,000 3,325,092 3,325,092

計画額（千円）

（自） （至）
ﾅの額以内＝ｺ ｴ ﾃ ｱ ｱ×1/2=ｻ

12 831,273 円 415.6 5,768,727

計 60,000,000 26,400,000 12,000,000 0 23,074,9083,325 千円 1,662

7 15,000,000 6,600,000 3,000,000 0 3,000,000 831,273 831,273

3,000,000 831,273 831,273

415.6 5,768,727

6 15,000,000 6,600,000 3,000,000 0 415.6 5,768,72712 831,273 円

415.6 5,768,727

5 15,000,000 6,600,000 3,000,000 0 3,000,000 831,273 831,273

3,000,000 831,273 831,273 12 831,273 円4 15,000,000 6,600,000 3,000,000 0

12 831,273 円

ﾏ×1/2=ｹ ﾗ-ﾏ=ﾌ

＊残存価格
（円）

前年度ﾌ（2年目のみ

ﾀ）の額＝ﾗ

（定率法）ﾗ×0.4＝ム

（定額法）ﾅ×0.2＝ム

ｸ×ﾔ÷１２（月）=ﾏ

（最終年度）ｸ＝ﾏ初年度ﾍの額＝ﾅ ｳ ﾑ＋ｳ＝ﾉ ｵ ｸ ﾔ

償却限度額（円）
事業者償却額

（円）
ﾉとｵのうち少ない

方の額（円）
償却期間（月）

補助対象経費
計画額（千円）

申請番号

補助対象限度額
（円）

残存価額（円）
普通償却限度額

（円） 特別償却額（円）

北近畿 4～7 第3・6・7・8・13号 第4・7・8・9・15号

事業者名 神姫バス株式会社

補助ブロック名 申請番号 確保維持路線名称又は区間
確保維持費国庫補助金申請番号

当該年度 初年度

定額法

変更後


